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【No.21】次の図は、３つの財 A、B、Cに関する消費者の需要曲線 DA、DB、DCを重ねて

書いたものである。この図における需要の価格弾力性または、消費者の総支出額に関する記

述として、妥当なのはどれか。ただし、需要曲線 DAは右下がりの直線、需要曲線 DBは直

角双曲線、需要曲線 DCは完全に垂直な直線であるとし、点 bは需要曲線 DAの中点である

とする。 

 

１ 点 aにおいて、A財の需要の価格弾力性は、B 財の需要の価格弾力性よりも小さい。 

２ 点 aにおいて、A財の価格が上昇すると、A財に対する消費者の総支出額は減少する。 

３ 点 bにおいて、A財の需要の価格弾力性は、C 財の需要の価格弾力性と等しい。 

４ 点 c において、B 財の価格が下落すると、B 財に対する消費者の総支出額は増加する。 

５ 点 dにおいて、B 財の需要の価格弾力性は、C 財の需要の価格弾力性よりも小さい。 

 

正答２ 

需要量 

価格 

０ 

DC 

DA 

DB 

a 

b 

d c 
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ミクロ p.49 

DAは右下がりの直線なので、弾力性は上方に行くほど大きくなるが、中点の bでは１です。 

DBは直角双曲線ですから、線上の全ての点において弾力性は１で一定です。 

DCは垂直なので、線上の点全てにおいて、弾力性は０です。 

１ aにおいては、DAは、中点より上ですから弾力性は１よりも大きいですが、DBは１で

す。したがって A財の方が大きいです。 

２ 正しい。点 a においては A 財の弾力性は１よりも大きいので、弾力的となり、価格が

上昇すると総支出額は減少することになります。 

３ b点においては A財の弾力性は１ですが、C財の方はゼロです。 

４ B財の需要曲線は直角双曲線ですから、弾力性は１で一定です。したがって、支出額も

一定となります。 

５ B財の弾力性は１ですが、C財は０です。したがって、B財の方が大きくなります。 
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【No.22】完全競争市場において、財 Xを生産し販売している、ある企業の平均費用が 

AVC = 𝑋2 − 6𝑋 + 380  

AVC：平均可変費用、 X（X≧0）：財 Xの生産量 

で表されるとする。 

この企業の固定費用が 20、完全競争市場における財 Xの価格が 416であるとき、この企業

の利潤が最大となる財 Xの生産量はいくらか。 

 

1 2 

2 3 

3 4 

4 5 

5 6 

 

正答 5 

ミクロ p.164、p.176 

まず、総費用 TCを求めると 

TC=(𝑋2 − 6𝑋 + 380)𝑋 + 20 = 𝑋3 − 6𝑋2 + 380𝑋 + 20 

利潤πは 

π = 416X − 𝑋3 + 6𝑋2 − 380𝑋 − 20  

利潤最大化の一階条件より 

ｄ𝜋

𝑑𝑋
= 416 − 3𝑋2 + 12𝑋 − 380 = 0  

3𝑋2 − 12𝑋 + 36 = 0  

𝑋2 − 4𝑋 + 12 = 0  

（X－6）（X＋2）＝0 

X=6 
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【No.23】一企業により独占的に供給されるある財の価格を P、生産量を Qとする。この企

業の総費用関数と財の需要関数がそれぞれ 

TC=𝑄2 + 20  TC：総費用 

Q=120－2P 

で表されるとき、この企業の利潤を最大にする財の価格はどれか。 

1 10 

2 20 

3 30 

4 40 

5 50 

 

正答 5 

ミクロ p.212 

総費用関数より、微分して限界費用MCを求めると 

MC=2Q 

つぎに需要関数より 

P＝−
1

2
𝑄＋60  

需要曲線が右下がりの直線の時は限界収入MRは傾きが 2倍の直線なので 

MR=－Q＋60 

利潤最大化条件よりMR=MCだから、 

－Q＋60＝2Q 

Q＝20 

知りたいのはこのときの価格なので、需要曲線に代入して 

P=－10＋60＝50 
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【No.24】この国はある財の輸入について小国であると仮定し、その財の需要曲線と国内生

産者の供給曲線がそれぞれ、価格を Pとして 

D＝600－6P D：需要量 

S＝4P－200 S：国内生産者供給量 

で、表されるとする。当初自由貿易のもとで、この財の国際価格は 60であったが、この国

の政府がこの財に輸入 1単位あたり 10の関税を賦課したとすると、そのときに発生する厚

生損失はいくらか。 

 

1 200 

2 300 

3 500 

4 1000 

5 1500 

 

正答 3 

ミクロ p.330 

需要曲線より 

P＝−
1

6
𝐷 + 100  

供給曲線より 

P =
1

4
𝑆 + 50  

 

 

国際価格が 60のときと、70の時の需要量、国内企業の供給量を求めると次のようになる。 

D＝600－6×60＝240 

D＝600－6×70=180 

S＝4×60－200＝40 

S＝4×70－200＝80 

 

 



2019特別区 

 

島本 昌和 

6 

 

 

求める厚生の損失は図の※の部分なので、その面積は 

40×10÷2＋60×10÷2＝500 

 

 

  

P 

0 D,S 

60 

70 

P =
1

4
𝑆 + 50  

 

P＝−
1

6
𝐷 + 100 

240 180 80 40 

※ ※ 
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【No.25】情報の不完全性に関する A～Dの記述のうち、妥当なものを選んだ組合せはどれ

か。 

A 自己選択とは、情報を持つ側が複数の契約条件や料金体系を提示して、その中から相手

に選ばせることにより、相手のタイプに関する情報を得るというものである。 

B 逆選択とは、商品の品質を売手は知っているが、買手は知らないという情報の非対称性

がある場合、品質の良いものが市場からなくなり、品質の悪いものが市場に流通する現象を

いい、「レモンの原理」とも呼ばれる。 

C シグナリングとは、逆選択の問題を解決する方法の 1つであり、情報を持つ側が、質の

よいことを示すシグナルを相手に発信することにより、情報の非対称性を緩和するもので

ある。 

D モラル・ハザードとは、人々が自動車保険に入ったことにより、不注意な運転をするよ

うになり、その結果かえって事故をおこすようになる現象をいい、それについては「グレシ

ャムの法則」が働く。 

 

1 A B 

2 A C 

3 A D 

4 B C 

5 B D 

 

正答 4 

ミクロ p.324 

A 自己選択は、情報を持たない側が複数の契約条件、例えば保険料は安くて保障が薄いも

のと、保険料が高くて保障が厚いものを提示して、相手に選ばせることによって相手の属性

を知ろうとするものです。 

B 正しい。 

C 正しい。 

E モラル・ハザードについての説明は正しいです。グレシャムの法則は、「悪貨が良貨を

駆逐する」の例えで、逆選択につながるものです。保険料を引き上げたりすると、モラル・

ハザードをおこさないドライバーは、保険をやめてしまうおそれも出てきます。その結果、

保険に残るのは、モラル・ハザードをおこすドライバーばかり、ということになれば、グレ

シャムの法則も働くということになるかもしれませんが問題文の記述からはそこまでは言

えないでしょう。 
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【No.26】第 1 期の国民所得を 560，第 2 期の国民所得を 580、第 3 期の国民所得を 600，

資本ストックを 900とするとき、加速度原理により求められる第 2期の投資の値はどれか。

ただし、資本係数は一定とする。 

 

1 15 

2 20 

3 25 

4 30 

5 35 

 

正答 4 

マクロ p.193 

第 3期の資本ストックと、国民所得の関係から、資本係数は
900

600
= 1.5とわかります。 

国民所得 1に対して、資本ストックが 1.5必要であるということです。 

第 1期から第 2期にかけて、国民所得は 580－560＝20増加したので、20×1.5＝30の投資

が行われることになります。 
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【No.27】現在 800万円の年収があり、1000万円の資産を保有している 35歳の人がいる。

この人が 65歳まで働き、85歳まで寿命があり、今後 30年間は現在と同額の所得があるが、

その後は所得がないという予想の下で、今後生涯にわたって毎年同額の消費を行うとした

とき、この人の稼得期の毎年の貯蓄額はいくらか。ただし、個人の消費行動はライフサイク

ル仮説に基づき、遺産は残さず、利子所得はないものとする。 

 

1 280万円 

2 300万円 

3 320万円 

4 480万円 

5 500万円 

 

正答 2 

マクロ p.184 

この人は、後 30年働けるので、その間の所得は 800×30＝24000万円である。さらに資産

が 1000 万円あるので、合計で 25000 万円を生涯に使えることになる。この人の寿命はあ

と 50であるから、25000÷50＝500万円を毎年使うことができる。 

年収は 800万円であるから 800－500＝300万円を毎年貯蓄することが分かる。 
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【No.28】次の図は、縦軸に現実のインフレ率、横軸に失業率をとり、フィリップス曲線 P0、

P1および P2によってフリードマンの自然失業率仮説を表したものであるが、この図に関す

る記述として、妥当なのはどれか。 

 

 

1 点 A における失業率 x0 は、労働者の錯覚により、自発的失業が存在していることを示

している。 

2 点 Aから点 B、点 Cから点 D及び点 Eから点 Fに向かう動きは、企業の貨幣錯覚が解

消され、失業率が自然失業率を下回ることを示している。 

3 点 A、点 C 及び点 E を結んだ垂直線は、短期のフィリップス曲線と呼ばれ、失業率 x0

は自然失業率を示している。 

4 点 Bから点 C及び点 Dから点 Eに向かう動きは、労働者が現実のインフレ率が予想よ

りも高いことを知り、労働供給を減少することを示している。 

5 点 B、点 D 及び点 F を結んだ垂直線は、長期のフィリップス曲線と呼ばれ、失業率 x1

は自然失業率を示している。 

 

正答 4 

マクロ p.137 

1 x0は自然失業率水準であり、ここでは現実のインフレ率と予想インフレ率が等しいので、

労働者は貨幣錯覚に陥っていない 

4％ 

2％ 

0％ 

x0 

失業率 

現実のインフレ率 

P2予想インフレ率 4％ 

P1予想インフレ率 2％ 

P0予想インフレ率 0％ 

x1 

F 

D 

B 

E 

C 

A 
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2 企業は貨幣錯覚をしない。 

3 長期のフィリップス曲線である。 

4 正しい。労働者が貨幣錯覚から解け、予想インフレ率を変更し、労働供給を減らしてい

る。 

5 B,D,Fを結んだ線は、長期のフィリップス曲線ではなく、x1は自然失業率でも無い。 
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【No.29】ある国の経済が 

Y=C+I 

C=20＋0.6Y 

I=40－2r 
𝑀

𝑃
= 𝐿  

L=0.5Y－5r＋150 

M=150 

で示されるとき、この経済の総需要関数はどれか。 

 

1 P =
100

𝑌−200
 

2 P =
100

𝑌+200
 

3 P =
100

𝑌
 

4 P =
20

30−𝑟
 

5 P =
60

90−𝑟
 

 

正答 3 

マクロ p.87 

総需要関数は、ISと LMの式から利子率ｒを消去すれば求められます。 

Y=C+I に消費関数と投資関数を代入して 

Y=20+0.6Y＋40－2r 

0.4Y＝60－2r 

r＝－0.2Y＋30 

つぎに、貨幣市場の均衡式より 
150

𝑃
= 0.5𝑌 − 5𝑟 + 150  

r＝－0.1Y＋30 を代入して 
150

𝑃
= 0.5𝑌 − 5(−0.2𝑌 + 30) + 150  

150

𝑃
= 0.5𝑌 + 𝑌 − 150 + 150  

150

𝑃
= 1.5𝑌  

P =
100

𝑌
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【No.30】経済成長理論に関する記述として、妥当なのはどれか。 

 

1 ハロッド＝ドーマーの理論では、保証成長率が現実の成長率を上回る場合に、生産者は

資本ストックが不足していると考え、投資を増加させるので、経済は拡大への傾向をたどる

とする。 

2 新古典派成長理論の AKモデルでは、生産量が資本投入量と労働投入量に依存し、資本

と労働間の生産要素代替が可能であることを仮定して、生産要素の市場において価格の調

整メカニズムが長期的に働き、経済成長率は逓減していくものになるとする。 

3 ルーカスは、総生産量と労働生産性は長期にわたって一定の率で成長、一人あたりの資

本は持続的に増加、資本の収益率である利潤率はほぼ一定、資本産出比率は一定、総生産量

と一人あたりの労働生産性の成長率は各国間で異なる等の定型化された事実をまとめた。 

4 内生的経済成長理論は、経済成長の源泉を外生的に与えられる技術進歩率に求めるので

はなく、モデルに表れる内生変数の中に求めようとする考え方である。 

5 内生的経済成長理論の、ソロー・モデルでは、資本の投入に関して資本の限界生産性は

逓減せず一定であるとし、長期的に、生産量は資本ストックの増加とともに比例的に増加し

ていくことに特徴があるとする。 

 

正答 4 

マクロ p.208、p.218 

1 現実の成長率が保証成長率よりも低いときは、資本過剰であり、生産者は投資を控える

ので経済成長率はますます低下する。 

2 これはソローモデルの説明です。 

3 カルドアの定型化された事実についての説明 

4 正しい。 

5 これは AKモデルの説明です。 
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【No.31】我が国における現在の財政投融資制度に関する記述として、妥当なのはどれか。 

 

１ 財投機関債とは、財政投融資対象機関である特殊法人等が、政府保証のついた公募債券

を発行し、自らの信用をもとに金融市場から必要な資金を調達する手法であり、当該財投

機関債による資金調達は、財政投融資計画に含まれる。 

２ 財政投融資とは、国の制度や信用を利用して集めた有償資金を原資に行う政府の投資

や融資のことをいい、財政投融資計画に基づいて行われるが、当該計画は国会の審議や議

決の対象とはなっていないため、予算の参考資料としても国会に提出されることはない。 

３ 財政投融資には、具体的な資金供給の手法として、財政融資、産業投資、政府保証の３

つの方法があり、このうち産業投資とは、国が保有する NTT 株や JT 株の配当金を原資

として行っている産業の開発及び貿易の振興のための投資である。 

４ 財政投融資は、景気調整の機能を有しており、政府保証の限度額においては、弾力条項

が設けられ、当初の財政投融資計画額の 50％の範囲内で増額することができるが、財政

融資資金の長期運用予定額については、一切増額することができない。 

５ 財投債とは、財政投融資特別会計が発行する国債であり、財政融資資金は財投債の発行

で得た資金を用いて、地方公共団体等に対して融資を行うが、国の特別会計や独立行政法

人は融資の対象ではない。 

 

正答３ 

１ 財投機関債には原則として政府保証はつかない。 

２ 財政投融資は国会の議決が必要。 

３ 正しい。 

４ 長期運用予定額についても弾力条項は適用される。 

５ 特別会計や、独立行政法人にも融資されている。 
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【No.32】地方交付税に関する記述として、妥当なのはどれか。 

 

１ 地方交付税は、税源の偏在からくる地方公共団体の財政力格差を調整する財政保障機

能と、どの地方団体であっても「ナショナルミニマム」としての行政サービスに必要な財

源を保障する財政調整機能を持つ。 

２ 地方交付税は、所得税、法人税、酒税及び消費税のそれぞれの一定割合の額並びに、地

方法人税の額で地方公共団体が等しくその行うべき事務を遂行できるように国が交付す

る税をいい、たばこ税は平成 27年にその財源の対象から外れた。 

３ 地方交付税における基準財政需要額は、各地方団体の財政力を合理的に測定した標準

的な地方団体に共通する一般財源をいい、標準地方税収入に算入率 75%を掛け、その額

に地方譲与税収入を加えて算出される。 

４ 地方交付税における基準財政収入額は、各地方団体がその目的を達成するために合理

的かつ妥当な水準において、地方財政を運営するために要する経費をいい、「単位費用×

測定単位×補正係数」で計算される。 

５ 地方交付税のうち特別交付税は、毎年度、基準財政需要額が基準財政収入額を超える地

方団体に対して、国が交付する税をいい、激甚災害が発生した場合にも交付される。 

 

正答２ 

１ 財政保障機能と財政調整機能の記述が逆となっています。 

２ 正しい。 

３これは基準財政収入額の説明。 

４これは基準財政需要額の説明。 

５基準財政需要額が基準財政収入額を超える地方自治体には、普通交付税が交付され、激甚

災害など特別の必要があると、特別交付税が交付されます。 

 

  



2019特別区 

 

島本 昌和 

16 

 

【No.33】アダム・スミスの租税原則に関する記述として妥当なのはどれか。 

 

１ 便宜の原則とは、租税は納税者が納税しやすい時期と方法で徴収されなければならな

いという原則である。 

２ 財政政策上の原則とは、各人の能力にできるだけ比例して納税するべきであるという

原則である。 

３ 明確の原則とは、税源は所得に求め、財産又は資本を破壊しないように注意するととも

に、正しい税種を選択すべきであるという原則である。 

４ 公平の原則とは、租税の賦課が恣意的に行われないように、法律によって明瞭に示され

なければならないという原則である。 

５ 国民経済上の原則とは、租税は財政需要を十分に充足するとともに、財政需要に応じて

増減できなければならないという原則である。 

 

正答１ 

 

１ 正しい。 

２ 財政政策上の原則は、ワグナーの原則であり、アダム・スミスの原則ではない。 

３ 明確の原則は、支払の額や時期などが明確に規定されていることを意味する。これはワ

グナーの原則の税源選択の妥当性に関する記述。 

４ これは明確の原則の説明。 

５ 国民経済上の原則は、ワグナーの原則であり、アダム・スミスの原則ではない。 
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【No.34】あるグループは A~E の５人で構成され、各人の所得は、A が６万円、B が１６

万円、C が２２万円、Dが X 万円、E が３２万円である。このグループのジニ係数が 0.24

であるとき、Dの所得はいくらか。 

 

１ 24万円 

２ 25万円 

３ 26万円 

４ 27万円 

５ 28万円 

 

正答 1 

選択肢から、Dの所得は Cと Eの間にあることが明らかなので、ローレンツ曲線と均等分

布線を描いて求めればよいですが、それ以外には、計算式より求める方法があります。 

ジニ係数は 

ジニ係数＝
∑ ∑ |𝑥𝑖−𝑥𝑗|

𝑛
𝑗=1

𝑛
𝑖=1

2𝑛2�̅�
 で示されます。 

xiは iの所得、�̅�は平均所得、nは所得人員 です。 

分子は、それぞれの所得人員の所得差の絶対値を足したものです。 

例えば Aと Bの所得差は 16－6＝10と 6－16＝－6がありますので、その絶対値を足すと

20となります。 

したがって、（16－6）+（22－6）+（X－6）+（32－6）+（22－16）+（X－16）+（32－

16）+（X－22）+（32－22）＋（32－X）を計算して２倍すれば求められます。 

10+16+X－6+26+6+X－16+16+X－22+10+（32－X）＝72+2X 

これを 2倍したものが分子の∑ ∑ |𝑥𝑖 − 𝑥𝑗|
𝑛
𝑗=1

𝑛
𝑖=1 になります。 

平均は
6+16+22+X+32

5
＝

76+𝑋

5
 

よって求めるジニ係数は 

2（72+2X）

2×52×
76+𝑋

5

で示され、これが 0.24に等しいので 

72+2X

2×5×(76+𝑋)
= 0.24  

あとはこれを計算して Xを求めるだけです。 

72+2X

5
×

1

76+𝑋
= 0.24  

72+2X＝1.2（76+X） 

72+2X=91.2+1.2X 



2019特別区 

 

島本 昌和 

18 

 

0.8X=19.2 

X=24 
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【No.35】次の文は、財政の機能に関する記述であるが、文中の空所 A~C に該当する語句

又は人物名の組合せとして、妥当なのはどれか。 

 

  A  はその著書「財政理論」において、財政には、資源配分機能、所得再分配機

能及び、経済安定化機能の 3つの役割があると指摘した。 

このうち、経済安定化機能には、  B  と  C  がある。 

  B  とは、不況期に社会保障給付が増え、累進課税の所得税等での税収減によって企

業投資や可処分所得の落ち込みを抑制し、また好況期に所得税等が税収増以上に増税効果

を働かせて可処分所得を削減し、失業手当が減少するなど財政支出が減少して、景気過熱を

抑制する機能である。 

  C  とは、不況期に公共投資等の財政支出を拡大し、又は減税等の刺激策を採用する

が、好況期に財政支出を抑え、増税等の抑制策を行うというように、政府の財政活動として

積極的に需要の補正を行う機能である。 

 

   Ａ        Ｂ              Ｃ 

１ ブキャナン    ビルト・イン・スタビライザー  フィスカル・ポリシー 

２ マスグレイヴ   ビルト・イン・スタビライザー  フィスカル・ポリシー  

３ ワグナー     フィスカル・ポリシー      ビルト・イン・スタビライザー 

４ マスグレイヴ   フィスカル・ポリシー      ビルト・イン・スタビライザー 

５ ブキャナン    フィスカル・ポリシー      ビルト・イン・スタビライザー 

 

正答２ 

 

 

 

 


